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20．洋上航空路における航空機対の相対速度の推定

電子航法開発部　　　※天井　　治　長岡　　栄

1. はじめに

航空交通管制では安全かつ効率的に航空機を

運航するために､航空交通管制官が確保すべき

航空機相互間の最小間隔の基準を定めている｡

これは管制間隔基準と呼ばれる｡

日本と北米を結ぶ北太平洋の洋上航空路(北

太平洋航空路)では､航空機の運航量の増大お

よび運航者の経済的要望に対応するため､ 1998

年4月からRNPIO承認機に対し50NM(1NM

=1852m)の横間隔を用い､ 2000年2月からは

短縮垂直間隔承認機に対し 1,000ft (1ft

=0.3048m)の短縮垂直間隔を用いている｡

北太平洋航空路では､縦(進行)方向の管制

間隔に対し､現在の10分の時間間隔(距離に

換算すると約80NM)から50NMの距離間隔へ

の短縮が望まれている｡

この短縮の前提として､航空機の位置情報の

取得に自動従属監視(Automatic Dependent
surveillance: ADS)を用い､管制官と操縦士の

通信にCPDLC (Controller - Pilot Data Link

Communications)を用いることを考えている｡

国際民間航空機関の管制間隔･空域安全パネ

ル(Separation and Airspace Safety Panel: SASP)

(旧RGCSP)では､縦間隔を短縮する際の安

全性評価の方法が議論されてきた｡ SASPでは､

空域の安全性の尺度として､衝突危険度  が主

に用いられている｡縦間隔短縮に際しては､縦

間隔を失って衝突する危険度を推定する必要が

あるが､この縦方向衝突危険度の推定方法は

Karppinenら 等により提案されている｡

衝突危険度は空域を飛行する航空機の航法精

度や航空交通流の特性に依存するため､対象空

域の実測データにより衝突危険度モデルのパラ

メータを推定する必要がある｡

本稿では､縦方向衝突危険度の重要なパラメ

ータの一つである縦方向相対速度の分布を調べ

た｡この分布は､ Anderson等    により南太平

洋における分布が報告されているが､レーダデ
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ータを用いて調べた例は見あたらない｡そこで､

北太平洋航空路のルートR220に注目し､釧路

航空路監視レーダのデータを用いて調べた｡

以下では､まず縦方向の衝突危険度モデルに

ついて説明する｡次に解析に使用したデータと

観測空域を示す｡そして縦方向相対速度の推定

方法と結果を示す｡

2. 縦方向の衝突危険度モデル

ここでは､同一経路上､同一高度(以降FL

と記す)を飛行する航空機対の縦(進行)方向

の衝突危険度N  を考える。N　は考察空域内

の航空機が縦間隔を喪失して起こる空中衝突事

故件数(1衝突=2事故)の単位飛行時間あた

りの期待値である｡ Karppinenら　のモデルで
は､ N　は次式で与えられる｡

N　=ⅡxPy(0)Pz(0)　　　　　　　　(1)

ここでⅡ はある航空機が同一経路･同一FL

上の他機と縦方向で重なる時間の割合で､次式

で与えられる｡

Ⅱ                           　　(2)

ここで記号の意味は次の通りである｡

P (0) :横方向重畳確率(同一経路､同一FLを

割り当てられた航空機対が横方向で重な

る確率)

P (0) :垂直方向重畳確率(同一経路､同一FL

を割り当てられた航空機対が垂直方向で

重なる確率)

Ⅴ ,Ⅴ ,Ⅴ :縦･横･垂直方向の平均相対速力

λ ,λ ,λ :航空機の平均長､平均幅､平均高

S  :縦間隔基準

w(s) :同一FL上にある航空機対の公称間隔が

sである確率の密度関数

U(s) : t=oでの航空機間の公称間隔がsのとき､

t=T +τまでの間に縦方向の重なりが生じ
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る確率

T  : ADS位置通報の時間間隔

τ :通信遅延や回避行動のための余裕時間(管

制官が危険を認識し､回避指示が出して航

空機が回避動作を始めるまでの時間)

文献[2]ではU(s)を次式で与えている｡

U(s)=    φ (v)F(s+v(Tr+τ))dv     (3)

ここで記号の意味は次の通りである｡

φ (v) :縦方向相対速度の確率密度関数

F(a): 2機間の公称の縦間隔がaのとき､航空

機対の真の縦間隔が航空機の全長λ 以下

になる確率(航空機の縦方向の航法精度

とADSの位置予測誤差に関係する値)

以下では､ (3)式のみφ (v)を推定する方法と結

果を示す｡

3. 使用データ

本稿では､北太平洋航空路のR220における

φ (v)を主に次のデータを用いて推定した｡

(1)釧路航空路監視レーダ(Air Route Surveil-
lance Radar : ARSR)のデータ

(2) 飛行計画情報

3.1 釧路ARSRの二次監視レーダ

釧路ARSRには二次監視レ-ダ(secondary

Surveillance Radar : SSR)が付いている｡ SSR

は質問信号を機上の自動応答装置に対して送信

し､それに対する応答時間により､航空機の位

置座標(レーダアンテナからの距離r,レーダ

回転角θ)を測る｡ SSRでは､応答信号から

(機上の気圧高度計で測った)飛行高度hおよ

び航空機の識別符号の情報が得られる｡

解析には､ SSRで得た位置座標を用いた｡表

1に釧路ARSRに付属するSSRの諸元を示す｡

SSRの回転周期は10秒で､航空機の位置情報

は約10秒毎の離散データとして得られる｡

3.2　飛行計画情報

飛行計画情報には便名､機種名､識別符号､

飛行経路上の各位置通報点の通過時刻および飛

行高度など航空機の運航に関わる様々な情報が

記載されている｡ここで位置通報点とは､航空

機がその上空を通過する際､管制機関に対して

位置通報(通過時刻､飛行高度等の報告)を行

表1　釧路ARSRのSSR部の諸元

項目 仕様 (測定値)

空中線給電方式 ダイポールアレイ

空中線回転数 約 6 rpm

最大覆域 200 NM

周波数 (送信) 1 030 MHz

　　　 (受信) 1090 MHz
水平 ビ- ム幅 1.55°

送信先頭 電力 1 kW
送信繰 り返し周波数 347.4 PPS

最小量子化単位 測距 系 :0.125 NM

測角系 : 0.088°

※釧路航空路監視レーダ事務所調べ

図1　北太平洋航空路の概略

うために定められた地理上の地点である｡

レーダデータからは位置通報点の通過時刻､

高度､真対気速度等の情報が得られないため､

飛行計画情報からそれらの情報を得た｡

4.　観測空域

図1に北太平洋航空路の概略図を示す｡北
太平洋航空路は5本のルートで構成されており､

R220,R580が西行き用､ A590が東行き用の一

方通行ルートである｡ R591,G344は基本的に
は東行き用だが､時間帯により西行き便も飛行
させている｡

図2に観測空域を示す｡図中の円は釧路

SSRの覆域(200NM (2000年7月からは250
NMに拡張) )を示す｡釧路SSRでは､ R220

およびR580が覆域内に入るが､ R220が西行き

便の交通量の約7割を占めることと､ R220の
方が観測できる距離が長いことから､ R220を

－94－
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飛行した航空機を観測対象とした｡

5. 解析方法

5.1 航跡データの作成
解析にあたり､まずSSRの測位データの追

尾処理を行い､飛行便毎の航跡データを作成し
た｡この際､レーダの測位値のランダム誤差を

取り除くため､最小二乗法を使って航跡の平滑

化処理を行った ｡
次に航跡データと飛行計画情報との照合を識

別符号､時刻､飛行空域の情報を基に行い､航
跡データに飛行計画情報のデータを付加した ｡

このように作成したデータから､ R220を西
向きに飛行した経路情報を持つ航跡を抽出した｡

5.2　経路に対する観測位置の計算
上記の航跡データが経路に対してどのよう

な位置にあるかを計算した｡地球を真球とみな

し､レーダから得られる(r,θ,h)の位置座標を
球面三角法を用いて球面座標に変換し､航空機

の位置座標を求めた｡
そして､地球の中心と飛行経路を構成する2

定点を含む平面を考え､航空機の位置座標から
その平面に下した垂線の長さを経路と直交する

方向の距離y(横方向逸脱量)  とした｡

経路方向の距離Lは上記の垂線と平面の交
点の位置座標と位置通報点NANACとの距離

を球面三角法により求めた｡

5.3　縦方向相対速度の定義

図3のように航空機1が観測位置(NANAC
からの距離L)の上空に到達したときの航空機

1の縦方向速度(対地速度)がV  であったと
き､航空機1の後方(距離△L)を同一高度で

飛行する航空機2の同時刻の縦方向速度がV 
であったとする｡このとき､縦方向相対速度

△V を次式で定義する｡

△V  = V 1 -V 2　　　　　(4)
実際の計算では､観測位置として(L-5NM,

L+5NM)内にある最もLに近い航跡データの位
置を使用した｡後続機の位置は､先行機の観測

位置における時刻に最も近い(10秒以内)航
跡データの位置とした｡

5.4　縦方向速度の推定方法

R220の経路に沿う方向は､レーダの測角誤
差の影響を受けやすい位置関係にあり､測位デ

ータにはこの誤差が含まれる｡そこで､ V を
次の2つの方法で推定し比較した｡

－95－

図2　観測空域

航空機1　　　航空機2

L             L+△L

NANACからの距離

図3　縦方向相対速度の計算方法

図4　縦方向速度の計算方法

5.4.1　2点の位置データから推定する方法
ここでは､一定時間内では航空機は等速度

運動をしていると見なせると仮定した｡ 図4で
m番目のデータ位置における速度を推定するこ

とを考える｡ m-n番目のデータとm+n番目の

データの観測時刻､ NANACからの距離､横方

向逸脱量がそれぞれ(t   X    Y   )､ (    X   
Y   )であるとき､次式で縦方向速度V および

横方向速度V  を推定した｡

（5）

（6）
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ここで､|V|≧50kt(1kt(knot)=0.514m/s)とな

る航跡は意図的な経路逸脱をしたものと見なし

て計算から除いた｡

Vの推定誤差△Vは､時刻の誤差がないと

仮定した場合､(7)式で計算できる｡

(7)

(8)

ここでdxは位置xにおける経路方向の位置誤

差で(8)式の近似を用いてσ=0.112°､r=150

NM(レーダアンテナと観測位置の距離)とし､

=450knots､x-x=49NM(n=19)を用

いると△θ=3σと考えた場合△V=16ktを得る｡

5.4.2最小二乗法により推定する方法

一定時間内では､航空機は等加速度運動を

していると見なせると仮定した｡データ番号

m位置の速度を推定する場合､m-n番目のデー

タからm+n番目のデータ(2n+1個)を全て用

いて､(9)式､(10)式に対する最小二乗法の計算

を行い､係数α､V､x､α､V､yの推定値

を求めた｡そして(11)式でVを計算した｡

x=(9)

y=(10)

Vxl=(11)

5.4.1節と同様に|V|≧50kt以上となる航跡は計

算から除いた｡

また､Vの推定値の標準偏差σを計算し､

σが5NMを越えるものは計算から除いた。こ

のため､2点の位置データから推定する方法に

比べて使用できるデータが少なくなっている｡

尚､σの分布の平均値は1.4kt､標準偏差は

0.66ktであった｡

6結果

1993年5月1日から1994年4月30日の1年

間のデータを解析した｡期間中､18,477便が

R220を飛行した｡

6.1縦方向相対速度の計算方法

(3)式のφ(ν)の計算には､同一(真対気)速

度を指定した航空機対の相対速度が必要となる。

航空管制では､縦間隔を10分とする場合､マ

ックナンバーテクニックを用いる｡これは､対

象となる2機にマック数(真対気速度に相当)

を指定する管制方式である｡

そこで､飛行計画情報中の先行機および後続

機の観測位置に最も近い位置通報点の情報にマ
ック数の記載があり､両機のマック数が同一の

場合に限り縦方向相対速度△V　を推定した｡

(5)式および(11)式を計算するにあたり､ m-n
番目のデータとm+n番目のデータの間で､飛

行高度を変更している航跡は計算から除いた｡

またn=19として計算した｡

6.2　縦方向相対速度の分布
図5に最小二乗法による方法で推定した観

測位置L=147NMにおける△V の分布を示す｡
区間幅は5ktである｡図中には最尤推定法で当

てはめた(12)式の正規分布の計算値を示した｡

(12)

文献[4]では､両側指数分布で△Vの分布を

近似できることが示されているが､図5の中心

部は正規分布に近い｡また､文献[4]の分布の

平均値は0.085ktであるが､図5では中央値が

-4.7ktである｡これは後続機の方が先行機より

速度が早い傾向にあることを示唆している｡

この原因の一つとして,風の影響が考えられ

る｡北太平洋航空路付近では､ジェット気流と

呼ばれる偏西風が吹いており､最大風速は100

m/sを超えることもある｡先行機の方がこの

風の影響(向かい風方向)をより受ける場合に

は､後続機の対地速度の方が速くなる｡

6.3観測位置と縦方向相対速度分布の関係

図5のバイアスの原因が風の影響だとすると

このバイアスは観測位置により変化する可能性

がある｡そこで､観測位置Lを147NMから

－96－

-100　-50　　0　　　50　100

縦方向相対速度△Vx [kt]

図5　縦方向相対速度の相対度数分布
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表2　観測位置(NANACからの距離L)と縦方向相対速度の統計値の関係

L [NM ] 標 本 数 最 小 値 最 大 値 中 央 値 標 準 偏 D E 分 布 正 規 分 布 対 数 尤 度

[k t ] [k t ] [k t ] 差[ k t ] λ [k t] μ [kt ] σ[kt]  μ [kt] 差1 -1 

1 4 7 LSM 1 ,0 0 8 - 8 9 .9 56.6 -4 .7 16.7 1 2.7 - 4 .66 16. 7 - 5 .5 4 - 0. 9

2 P 1 ,0 4 7 - 8 6 .9 56. 9 -4 .4 16. 5 1 2.6 - 4 .30 16 .5 -5 .3 5 - 3.4

1 5 7 L SM 9 6 3 - 86. 5 5 2 .7 -4 .5 16. 3 1 2 .5 - 4 .50 16. 3 -5 .1 3 - 10 .0

2P 9 9 9 - 86.6 5 2 .5 -4 .6 16. 3 1 2 .5 - 4 .60 16. 3 -5 .1 3 -9.7

16 7 L S M 8 8 8 - 8 8 .7 4 5. 3 -4 .4 15 .9 1 2 .1 - 4 .4 0 15 .9 -4.94 - 2.7

2 P 9 26 - 8 9 .4 4 5 .4 -4. 7 1 5 .9 1 2 .1 - 4 .6 6 1 5 .9 -5 .1 7 - 3.6

1 7 7 L SM 8 4 2 -9 4 .5 3 9 .2 - 4 .5 1 5 .0 11 .5 - 4 .3 7 1 5.0 -4 .7 1 - 5.7

2 P 8 6 6 -9 3 .2 4 1. 5 -4. 5 14.9 11 .4 - 4 .4 4 14 .9 -4.66 - 10 .6

1 8 7 L S M 9 5 9 -76. 9 6 3. 0 - 4 .1 14 .4 11 .1 -4.10 1 4 .4 -4. 5 3 - 14. 5

2P 9 9 7 - 7 2 .5 6 3. 7 -4. 1 14 .3 11 .0 - 4 .10 14. 3 -4 .5 5 - 1 5 .7

1 9 7 L S M 8 5 2 -7 8 .2 6 2. 7 - 3 .5 1 4 .3 11 .1 - 3 .50 1 4 .3 -4 .2 7 - 1 7 .8

2 P 90 4 -7 7 .9 6 1. 0 - 3 .7 14 .2 11 .0 - 3.7 0 14. 2 -4 .4 0 - 14 .9

2 0 7 L S M 76 2 - 72 .9 3 0 .2 - 3 .2 1 3.6 1 0.6 - 3 .2 0 1 3.6 -4. 0 2 -2 2 .2

2 P 8 19 -7 2. 0 30 .8 - 3 .3 1 3 .7 1 0 .7 - 3 .20 1 3 .7 -4 .0 1 - 23 .9

2 1 7 L S M 6 4 6 -6 3 .4 3 1 .2 - 3 .7 1 3 .3 1 0 .3 - 3.6 0 1 3 .3 -4. 0 7 - 12 .7

2 P 6 9 5 - 62 .0 2 9 .5 - 3 .3 1 3 .0 1 0 .1 -3 .2 8 1 3 .0 -3 .8 8 - 1 4 .1

2 2 7 L S M 5 8 2 -5 2 .4 3 1 .5 - 3 .0 1 2 .9 9. 9 - 3 .0 0 1 2 .8 -3 .6 7 -9 .0

2 P 6 16 - 53 .3 3 1 .2 - 3 .0 1 2 .8 9 .9 -3 .0 0 1 2 .8 -3 .3 5 - 10 .3

2 3 7 L SM 48 2 - 5 6 .2 3 4 .4 - 3 .4 1 3 .5 1 0 .3 -3 .3 9 1 3 .5 -3 .8 1 - 1. 5

2 P 5 14 - 54 .6 4 4 .5 - 3 .4 1 3 .5 10 .3 -3 .4 0 1 3 .5 -3 .7 0 + 1.6

2 4 7 L S M 38 3 -6 7. 7 3 8 .9 - 2 .9 1 3 .8 10 .2 -2 .9 0 1 3 .8 -3 .2 1 + 9 .7

2 P 4 00 - 6 6 .8 4 3 .9 - 2 .2 1 3 .9 10 .3 -2 .2 1 1 3 .9 -2.6 9 + 1 1 .2

2 5 7 L S M 2 70 - 6 5 .5 3 9 .3 - 2 .1 1 4 .4 10 .5 - 1 .9 5 1 4 .3 - 2 .4 0 + 1 0 .8

2 P 2 78 - 6 2 .4 3 9 .7 - 2 .2 1 4 .0 1 0 .4 -2 .1 0 14. 0 -2 .50 + 7 .5

上段は最小二乗法(LSM)による速度の推定結果を､下段は2点のデータ(2P)による推定結果を示す｡

257NMまで10NM毎に変化させ､このときの

△Vの分布の変化を調べた｡

表2に結果を示す｡同一L中の上段は最小

二乗法による推定結果を下段は2点のデータに

よる推定結果を示す｡表中には(12)式の正規分

布および(13)式の両側指数分布を最尤推定法で

計算した場合のパラメータの値を示した｡

g(x;λ,μ)=(13)

表中の対数尤度差1-1は､正規分布と両側

指数分布の当てはまり具合の差を表し､符号が

負の場合は正規分布の方が当てはまり具合が良

く､正の場合はその逆を示す｡L=247NM以上

では両側指数分布の方が当てはまり具合が良い

ことが分かる｡但し､この付近では標本数が

400程度なので信頼性に注意する必要がある｡

表2からは､2つの推定方法による相対速度

分布の推定値には顕著な差異は見られない｡

図6に観測位置Lと中央値､λ､σの関係を

示す｡Lの増加(東側に移動)に従って中央値

の絶対値は減少する傾向にある｡また､λとσ

はL=207NM付近に極小値が存在する｡

6.4　2横間の距離と縦方向相対速度の関係
L=147NMのときの2機間の距離△Lと縦方

向相対速度△V の関係を図7に示す｡横軸は
△L､縦軸は△V を表す｡

147　　187　　　227　　　267

NANACからの距離L[NM]

図6　観測位置Lと統計値の関係
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0　　  　100　　　　200

2機間の距離△L [NM]
図7　2機間の距離△Lと相対速度△Vxの関係

縦方向相対速度△Vx [kt]

図8　△L≦150NMのときの相対速度分布

(L=147)

△Lの増加に従って△V のばらつきが大きく

なる傾向が見える｡ △Lが210NM付近までし
かないのはレーダの覆域の関係でL=370NM付

近までしかデータが取得できないためである｡

6.5　△Lの範囲を制限した場合の△V　の分布

L=147NMの観測位置で△Lを150NM以下の
ものだけを抽出して△V の分布を調べた｡結

果を図8に示す｡
図5と比較すると標準偏差および中央値が

ALの条件を付けないものより小さくなってい
る｡標準偏差および中央値は表2のL=197NM

付近の値に相当する｡

7. まとめ

1993年5月1日から1994年4月30日までの

釧路航空路監視レーダデータおよび飛行計画情
報を用いて､北太平洋航空路のR220における

縦方向相対速度分布の推定を行った｡この結果､
次のことが明らかになった｡

(1)観測位置L=147NMにおける分布は中
央値が-4.7kt,中心部がσ=16.7ktの正

規分布に近い分布である｡

(2) 2点の位置データによる縦方向速度の
推定値と最小二乗法による推定値には

顕著な差異は見られない｡

(3)観測位置を東側に移動させるに従い､
中央値は-4.7ktから-2.1ktの範囲で減

少し､分布モデルの形状パラメータλ､
σはL=207NM付近で極小値をもつ｡

(4)先行機と後続機の間の距離が増加する
に従って､縦方向相対速度のばらつき
が大きくなる傾向がある｡

以上のことから､北太平洋航空路における縦

方向相対速度分布の推定では風の影響等を考慮
する必要があり､実測分布の中心部の分布は正

規分布に近く､バイアスを持っていることが分
かった｡

今後の課題としては､より多くの標本数での
推定､最近のデータでの推定､北太平洋航空路

におけるジェット気流の調査などがある｡
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